
平成２７年度以降の水道事業に関する主な取り組み

番号 項目 内容 現状 問題点 進捗状況

1 収益的収支の黒字化
財政調整基金の取り崩しを行わずに、令
和2年度までに収益的収支を黒字化す
る。

令和元年度予算で黒字化の目途が立っ
た。

なし 継続

2
市民生活に配慮した
水道料金体系

市民生活に配慮した水道料金体系

現在、家庭向け料金は、１か月の基本水
量10㎥以下は基本料金のみ。11～30㎥
まで140円であるが、企業向けは基本水
量がなく、基本料金＋1㎥～190円として
いる。

低廉な料金と給水収益の確保につ
いて、議論を継続する必要がある。

継続

3 検針月の隔月化
毎月検針から2か月に1回の検針にするこ
とで、検針費用を削減する。

平成30年10月から隔月検針を導入した。 なし 達成

4 窓口業務の民間委託
窓口業務を民間企業に委託することで、
経費を削減する。

平成29年度に京都府主催で勉強会が開
催された。委託料と職員人件費を比較す
ると、委託料の方が割高になる恐れがあ
る。

正職員を再任用職員に置き換える
方法を含めて、人件費の削減を検
討する必要がある。

検討

5
人件費の抑制、人材
育成及び技術継承

若手職員の適正配置、人材育成及び技
術継承

◆平成29年3月に水道人材育成・技術
継承計画を策定し、資格取得を奨励して
いる。（日商簿記、土木施工管理技士、
給水装置工事主任技術者など）
◆現在、2課5係体制、正職員は24人、
平均年齢は49歳である。

◆技術継承の観点からは若手職員
を配置し、水道を担う人材育成を行
うことが望ましい。
◆災害時の初動体制として正職員
が21人以上必要である。
◆学生が水道に興味を持つようイ
ンターンシップを検討する必要があ
る。

継続

6 開閉栓手数料の徴収 開閉栓時に手数料を徴収する。
電算業者との協議で、現在の料金システ
ムに開閉栓手数料の機能を追加すること
ができないことが判明した。

料金システムの更新時に再検討す
る必要がある。

休止
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番号 項目 内容 現状 問題点 進捗状況

7
土日祝日開閉栓への
対応

転入・転出者から平日以外の開閉栓依
頼があった場合の対応

◆休日の開閉栓依頼があった場合は、
前日又は翌日の平日に開閉栓すること
で、お客様に説明している。
◆開閉栓の申し込みは、電話、電子メー
ル等で可能としている。（来庁不要）

◆京都府・市町村共同電子申請シ
ステムなどＷＥＢブラウザからの申し
込みに対応していない。
◆集合住宅などで管理会社が開閉
栓を行う建物もあり、申し込み時に
料金システムで確認し、適切に案
内する必要がある。

休止

8 収納方法の拡大 クレジット収納とスマホ収納の導入

◆平成29年4月からクレジット収納を開始
した。
◆平成30年5月からスマホ収納を開始し
た。（南都スマートＰａｙなどに対応済）

なし 達成

9
加入金の見直し及び
開発分担金の廃止

加入金の見直し及び開発分担金の廃止
平成30年度にＵＲ都市再生機構所有の
木津東地区用地が民間業者に売却され
た。

今後、木津東地区開発の進捗状況
を注視する。

休止

10
簡易水道事業の統合
と一般会計からの財
政支援

平成29年4月に簡易水道事業を水道事
業に統合

◆旧簡易水道事業債の元金償還金に係
る交付税算入分（55％）を一般会計から
受け入れしている。
◆市独自の財政支援（基準外）について
は、認められなかった。

なし 達成

11
水道に関する広報と
有料広告の掲載

◆市民に対する説明責任を果たせるよ
う、水道に関する広報を発行する。
◆節水型社会への対策として、ネーミン
グライツなどにより啓発活動を行う。

◆平成29年度から広報「きづがわしの水
道」を作成し、6月と12月にホームページ
へ掲載している。
◆広報誌12月号に決算概要を掲載して
いる。
◆「水とくらし」をテーマとした小学生向け
の資料を作成し、市立小学校へ提供し
ている。
◆ホームページで予算書、決算書、経営
比較分析表を掲載している。
◆タツタタワー木津川市でライトアップの
ほか、各種団体の見学会、新聞社の取
材に対応している。
◆検針票に有料広告を掲載している。

◆木津中央配水池、木津受水場、
吐師受水場などで、ネーミングライ
ツパートナー企業が見つからない。
◆給水車などへ有料広告の掲載を
希望する企業が見つからない。

継続
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番号 項目 内容 現状 問題点 進捗状況

12 府営水道への要望
府営水道の料金引き下げに向けた要
望、及び広域化に向けた検討を行う。

京都府に対して例年8月に要望書を提
出しているほか、各種会議の場で府営水
道の料金引き下げや広域化について、
協議を行っている。

府営水道料金について、10円／㎥
の引き下げを主張しているが、3円
／㎥の引き下げになる見通し。

継続

13
有収率の向上及び石
綿セメント管の更新

有収率（有収水量／配水量）の割合を
92％以上に向上させる。

平成27年度に石綿セメント管路更新計
画を策定し、令和2年度までに約4,700ｍ
の更新を行う。平成30年度末で約70％
が完了した。

現在の有収率は、90.82％程度 継続

14
加茂⇔木津間の連絡
管整備

観音寺浄水場と木津中央配水池の間
で、連絡管を整備し、加茂から木津へ送
水することで、府営水道の受水費を抑制
する。

新水道ビジョン策定作業の中で、加茂か
ら木津へ2,000㎥／日を送水し、緊急時
には木津から加茂へ送水することで、災
害対策の強化を図ることが、技術的に可
能と判明した。

観音寺浄水場の耐震診断を令和
11年度以降に実施し、本格的な検
討はそれ以降となる。

検討

15
木津⇒山城間の連絡
管整備

山城浄水場の更新に伴い、府営水道へ
の切替か、自己水の継続かを選択する。

新水道ビジョン策定作業の中で、山城町
に府営水道を導入することを検討した
が、府営水道より自己水（井戸水）の方が
安価である。※末尾の比較表のとおり。

◆府営水道の単価が高い。
◆木津川を横断して送水管を布設
した場合に維持管理上、困難を伴
う。

廃案

16 施設耐震化① 山城高区配水池を更新する。
平成29年度に容量1,700㎥のステンレス
製配水池が完成した。

なし 達成

17 施設耐震化②
相楽西配水池、相楽東配水池、南加茂
台配水池、吐師受水場などの耐震化

相楽西及配水池、相楽東配水池、吐師
受水場は令和2年度以降耐震補強設計
を、南加茂台配水池は令和11年度以降
全面更新を行う見込み。

なし 検討
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番号 項目 内容 現状 問題点 進捗状況

18 応急給水 災害に備えて応急給水の拠点を確保

◆平成29年1月に羽曳野市水道と災害
相互応援協定を締結し、毎年度共同で
給水訓練を実施している。
◆木津川市で食糧・飲料水に関する災
害協定を締結している。（平和堂、イオ
ン、近商、カインズ、コメリ、コーナン、
PLANT、京都やましろ農協、伊賀市、京
丹後市）
◆市役所本庁舎に災害対応自動販売
機を設置している。（コカ・コーラ、ダイ
ドードリンコ、サントリーフーズ）
◆木津川市で食糧・飲料水を備蓄して
いる。（州見台小学校、梅美台小学校、
木津南中学校、南加茂台小学校、アスピ
アやましろ）

災害時に、法人等が所有する井戸
を給水拠点として利用する場合、
水質管理が課題となる。

継続

19 固定費の抑制

地形的な要因から、近隣の市町に比べ、
水道管延長が長く、又施設数が多いた
め、減価償却費などが大きくなる傾向が
ある。

◆口径100mm以下の配水管布設替時に
ＮＳ型Ｅ種管やＰＥ管を使用している。
◆平成28年度～平成29年度に実施した
資産整理・アセットマネジメント業務の結
果を、令和元年度決算に反映させ、有形
固定資産減価償却費を削減する予定。
◆平成30年度に向陽台加圧ポンプを廃
止、令和2年度に梅谷配水池を廃止予
定、令和19年度以降に山城低区配水池
を廃止予定。

船屋浄水場を廃止する場合、観音
寺浄水場から山ノ上配水池への送
水について検討する必要がある。

継続

20 安全・水質向上対策 クリプトスポリジウムやカビ臭の対策

◆京都府営水道で、木津浄水場にクリプ
トスポリジウム（病原虫）対策装置や活性
炭処理装置が整備済みである。また、久
御山広域ポンプ場を経由して、木津浄
水場・宇治浄水場・乙訓浄水場間で水を
融通できる。
◆奈良市から木津東配水池に日90㎥程
度受水している。

木津⇔加茂間の緊急連絡管のほ
か、奈良市、精華町、井手町との緊
急連絡管について、検討する必要
がある。

継続
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番号 項目 内容 現状 問題点 進捗状況

21
動力費（電気料金）の
抑制

デマンド監視装置などの節電対策により
電力費を抑制する。

◆平成28年度よりデマンド監視装置を導
入している。
◆平成30年2月から高圧電力の長期契
約を導入した。
◆令和元年7月から低圧電力の契約を
新電力に変更した。

◆建物の改修時に断熱性能を高
める必要がある。
◆設備更新時にダウンサイジング
や高効率機器の採用を行う。（ポン
プ、電動機、インバータ、変圧器、
空調機など）
◆太陽光発電や小水力発電の導
入を検討する必要がある。

継続

府営水道と自己水（井戸水）の比較表

結果府営水道を日最大3,000㎥、日平均2,500㎥受水した場合 山城浄水場を浄水能力3,000㎥で更新した場合

◆建設負担料金：66円→55円　使用料金：20円→28円に改定されたと
仮定
◆受水費：55円×3,000㎥×365日×60年＝36億1,350万円
　　　28円×2,500㎥×365日×60年＝15億3,300万円
◆60年間の受水費総額：51億4,650万円
◆木津川を横断するための送水管や加圧ポンプの整備費などが別途
必要。

◆山城浄水場更新費用：12億4,500万円
◆井戸改修費：2億4,800万円
◆15年毎に大規模修繕を行うと仮定：3億円×3回＝9億円
◆電気代、薬品費などの維持管理費：4,000万円×60年＝24億円
（電気代：2,100万円、薬品費：300万円、保守点検1,600万円）
◆60年間の総費用：47億9,300万円

府水より、
自己水
（井戸水）
の方が安
価
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